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●１１月２７日（金）
　１７：００　受付開始
　１８：００　夕食
　１９：００　開会式
　１９：１０　共通セッションⅠ
　２０：００　分科会説明
　２０：３０　分科会演習Ｉ（２１：３０まで）
●１１月２８日（土）
　 ９ ：００　分科会演習Ⅱ
　１０：１５　基調講演［共通セッションⅡ］
　１１：４５　昼食
　１３：００　分科会演習Ⅲ
　１５：００　休憩・自由行動
　１６：００　分科会演習Ⅳ
　１８：００　夕食
　１９：００　分科会演習Ⅴ（２２：００まで）
●１１月２９日（日）
　 ９ ：００　分科会演習Ⅵ
　１２：００　昼食
　１３：００　分科会発表［共通セッションⅢ］
　１５：３０　閉会式

テーマ　Theme

アジアの文化共生を目指す
これからの科学・技術
Future Science and Technology Aimed at Asian Cultural Symbiosis

プロフィール　Profile
1972年京都大学大学院理学研究科修了、理学博士。京都
大学理学部助手を皮切りに、北海道大学助教授、国立天
文台・大阪大学・名古屋大学・総合研究大学院大学教授
を経て、２０１４年より総合研究大学院大学名誉教授。宇宙
物理学、宇宙論の専攻から科学・技術・社会論の教育や
評論活動に重点を移す。世界平和アピール 7 人委員会委
員。著書に『科学・技術と現代社会』『科学の限界』『科
学と人間の不協和音』『科学の考え方・学び方』など多数。

池内　了氏 Dr. Satoru Ikeuchi
総合研究大学院大学名誉教授

（Professor Emeritus, The Graduate University for Advanced Studies)

※�都合によりプロ
グラム、講師は
変 更 す る 場 合
があります。

主　　　催　　　 公益財団法人かながわ国際交流財団 　  神奈川県
Organized by　　　Kanagawa International Foundation (KIF)　 Kanagawa Prefecture
協　　　力　　　インカレ国際セミナー組織委員会 
Cooperation by　　Inter-college International Seminar Organizing Committee インカレ国際セミナー 検　索

アジアの中の日本 
戦後７０年の節目に立って



分科会　Discussion Groups　アジアを読み解く６つのテーマ  Six Themes for Deciphering Asia

脱亜入欧からアジアの時代へ　Entering the Asian Era

＊分科会の詳細はKIFホームページでご確認ください。� For more information, please check the KIF website.→
＊ノートPCやタブレットPCをお持ちの方は是非ご持参ください。 なくても問題はありません。
　It is encouraged to bring your own laptop or tablet PC for discussion group. It’s no problem even if you don’t have one.

インカレ国際セミナー組織委員会委員長　Chair, Inter-College International Seminar Organizing Committee
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（横浜市立大学教授）　Joong-Ho Kook (Professor, Yokohama City University)
　日本は、明治維新後の19世紀後半、「脱亜入欧」とも謳
いながら、アジアの中で真っ先に近代化を進めてきまし
た。それが、21世紀以降世界がアジアを注目し、「アジア
の時代」とも言われるまでになりました。2015年は第 2
次世界大戦が終わり、70周年になる節目の年でもありま
す。その間、多くの刮目（かつもく）すべき変化があり
ました。戦後の貧困からの脱出、市場経済の進展に伴う
グローバル化の促進、格差社会の深化、領土問題や安全
保障を巡る葛藤、インターネットまたはICTの発展と民
間交流の拡大、国際金融機関の役割増大など、枚挙にい
とまがありません。
　第13回を迎えるインカレ国際セミナーでは（分科会A
〜F）、アジアの経済（A ：貿易や投資の促進、企業進出と雇用創出、海外旅行のような
貿易外交流など）、安全保障（B：アジアの安全保障秩序をめぐる日米中関係の新たな
展開）、資源やエネルギー（C：その確保と管理、利害関係の対立要因、持続可能性の
ための法制度の整備問題など）、女性・人権・災害にかかわる人間の安全保障（D：グロー
バル化と包括的な安全保障構想、安保の陰で軽視されてきた人権問題、原発事故と避難
民の問題など）、メディアとナショナリズム(E：国境を超えるコミュニケーション、メ
ディアの国民感情への影響など)、競争と協調の開発金融機関（F：地域開発金融をめぐ
る国際政治・経済の力学関係、日米中の金融政策とアジア経済など）、のような多彩な
テーマを取り上げます。
　インカレ国際セミナーには、韓国のソウル大学、台湾の国立台湾大学、中国の華東師
範大学からの学生たちも加わります。日本の学生と韓国・台湾・中国の学生たちとの交
流の場も広がるでしょう。本セミナーでは、複数の大学からの参加者が分科会を組み討
論を練り上げ、その成果物の発表を行います。それ以外にも、宇宙物理学者の池内了先
生に登壇していただく、基調講演も設けております。科学の発展と人間社会の幸せとの
関係をどのように考えれば良いかが問われる昨今、大変有益な言葉が頂戴できると思い
ます。
　これまでに参加した千人を超える先輩たちと同じように、みなさんも同年代の仲間
とともに悩み、また楽しみ、今後の学生生活や就職活動、社会人としての営みにつな
げていって下さい。様々な大学からの参加者達と議論しそれをまとめあげ発表を行う、
違う大学の先生の方々よりご指導を受ける、著名な先生に講演していただく、日中韓台
の学生同士の交流を築くなど、素晴らしい体験になるでしょう。インカレ国際セミナー
を通じ、思考の範囲を広げていてはいかがでしょう。積極的な参加をお待ちしています。

Japan was the first in Asia to proceed with modern industrialization after 
the Meiji restoration in the late 19th century, under the slogan of introducing 
occidental style while abandoning Asian customs. This situation remarkably 
changed to an Asian era slogan in the 21st century. This year is the 70th 
anniversary of the end of World War II. After the war there have been many 
big changes, for instance, from poverty to high economic growth, a market 
mechanism that led to globalization, widening income disparities, national 
security conflicts, rapid progress in the private sector’s interactions with the 
internet or ICT, the increased role of international financial institutions, etc.

The six sessions from A to F at the 13th inter-college international seminar 
include various topics, for example, international trade and non-trade balances 
among countries, firms’ investment and job creation in Session A (Asian 
Economy); New developments in Japan-USA-China relations involving the 
Asian security order in B (Asian Security); the conservation and management 
of resources and energy, the interests and struggles involving them, and the 
legal order for their sustainability in C (Resources, Energy and Environment); 
responsibility to protect human rights, nuclear power plant accidents 
and residential problems, and gender issues in D (Human Security); the 
enforcement of communications across borders and the influence of media on 
national sentiments or nationalism in E (Media and Nationalism); competition 
and cooperation surrounding regional financial institutions, financial policies 
of the USA, China and Japan, and international politics and their influence on 
Asian economy in F (Asian Multilateral Development Banks).

Many students from South Korea, Taiwan, and China participate in our 
inter-college international seminar, which offers a wonderful opportunity for 
exchanges considering various ways of thinking. Participants discuss the 
topics in which they are interested, prepare reports, and then present them 
at the final general session. I am sure that following this course of processes 
will improve your potential. Enthusiastic professors from various universities 
and institutions will help you as you consider and discuss these issues. During 
the seminar there is also a keynote speech by Professor Satoru Ikeuchi, a 
prominent astrophysicist in Japan. What is your view of the relation between 
scientific development and the happiness of mankind? We may find interesting 
new ideas concerning this relation in his speech.

As in case of the 12 previous seminars, this event may serve as a 
cornerstone to enrich your school life as well as your career after school. I 
am looking forward to seeing all of you at the seminar in November. All of the 
best!

組織委員　Organizing Committee Members� （アルファベット順／ in alphabetical order）

鞠　　重鎬 横浜市立大学教授（委員長） Joong-Ho Kook Professor, Yokohama City University (Chair)
椛島　洋美 横浜国立大学教授 Hiromi Kabashima Professor, Yokohama National University
小林　正典 海洋政策研究財団研究員 Masanori Kobayashi Research Fellow, Ocean Policy Research Foundation
黒川　修司 東京女子大学教授 Shuji Kurokawa Professor, Tokyo Woman’s Christian University
林　　載桓 青山学院大学准教授 Jaehwan Lim Associate Professor, Aoyama Gakuin University
奥迫　　元 早稲田大学准教授 Hajime Okusako Associate Professor, Waseda University
大芝　　亮 青山学院大学教授 Ryo Oshiba Professor, Aoyama Gakuin University
押村　　高 青山学院大学教授 Takashi Oshimura Professor, Aoyama Gakuin University
佐橋　　亮 神奈川大学准教授 Ryo Sahashi Associate Professor, Kanagawa University
貴家　勝宏 東海大学教授 Katsuhiro Sasuga Professor, Tokai University
滝田　賢治 中央大学教授 Kenji Takita Professor, Chuo University
山田　　敦 一橋大学教授 Atsushi Yamada Professor, Hitotsubashi University
浅沼　知行 (公財)かながわ国際交流財団

湘南国際村学術研究センター長
Tomoyuki Asanuma Director, Shonan Village Academic Research Center,Kanagawa 

International Foundation (KIF)

分科会 A　「協争」するアジアの経済
Asian Economy in Cooperation and Competition
� 講師：鞠　重鎬、山田　敦
　日本とアジアの経済関係は、貿易、投資、技術移転、観光など、いずれも拡大を
続けていますが、それが反日感情や政府間対立の解消につながるといった単純な図
式ではありません。そもそも経済分野でも、アジアの国々や企業は、協力しあう一
方で激しく競争する「協争」関係にあります。この分科会では、日本とアジア諸国が、
経済における win-win関係を強化するためにはどうしたらよいか、また、それを
政治・外交における協調に波及させるためには何が必要か、について考えます。な
るべく具体的に議論をスタートするため、たとえば次のような問題についてリサー
チし、メモや資料を持参してください。

　①貿易の基本理念は「分業」である。日本とアジア諸国は、互いに得意分野を輸
出し、互恵的な貿易関係を築いているか。②投資（海外直接投資）は、進出企業と
現地社会の双方にプラスとなっているか。日系企業（たとえばユニクロ）はどこに、
なぜ、どのように海外進出しているか。③先端技術分野で、日系企業とライバル関
係にあるアジア企業は？　それらライバル同士が、共同開発、共同生産、合弁など
で協力している例はあるか。④アジアから日本への旅行者数が急増しているのはな
ぜか。「爆買い」以外に、旅行者の増加が生み出すメリットは何か……などなど。

＜参考文献＞
①伊藤元重編『日本の国際競争力』中央経済社、2013年。
②末廣昭『新興アジア経済論――キャッチアップを超えて』岩波書店、2014年。
③西濱徹『ASEANは日本経済をどう変えるのか』NHK出版新書、2014年。



（都合によりプログラム、講師は変更する場合があります。Program contents and lecturers are subject to change.）

分科会 B　アジアの安全保障
Asian Security Order at Crossroads
� 講師：滝田　賢治、佐橋　亮
　アジアは経済成長を続け、世界経済のエンジンともみなされてきた。しかし同時
に、各国の軍事力も伸張し，領土やナショナリズムに起因する政治対立も悪化の一
途を辿っている。そのような重層的な状況に加え，経済力・軍事力を蓄えた中国は
戦後国際秩序の更新を求めるような動きも見せ始めている。これまで東アジア地域
の安定に重みを提供してきたアメリカは東アジアを再重視するリバランス政策を打
ち出したが、流動化・不安定化の度合いを強める中東、欧州への対処に依然として
多くの力を割いていることに加え、軍事力を支える財政基盤は弱くなっている。東
アジアは力を肉薄させつつある米中の競争に巻き込まれていくのだろうか。繁栄と
平和はともに実現可能なのだろうか。そのために必要な地域のアーキテクチャ（構

図）や協力枠組みはどのようなものであろうか。
　本分科会では新たな時代状況をどのように理解し、アジアのなかに生きる我々は
どのような選択をすべきか、ともに考えを進めていきたい。参加者全員が、東アジ
アの国際情勢の現状を理解した上で、将来を思い描くことができるようにしたい。
事前学習として，以下の 3冊の該当箇所を読みこみ、議論するための基礎知識を必
ず得ておくこと。

＜参考文献＞
①ジェフ・ダイヤー『米中　世紀の競争』日本経済新聞社，2015年（3, 4, 8, 9 章）。
②�防衛省防衛研究所『東アジア戦略概観』2015年版（序章, 1, 4, 7 章）（ネットで
閲覧可）。

③宮城大蔵編『戦後日本のアジア外交』ミネルヴァ書房，2015年（ 7章, 終章）。

分科会 D　人間の安全保障―女性、人権、災害
Human Security: Gender, Human Rights and Natural 
Disasters
� 講師：黒川　修司、奥迫　元
　1994年に国連開発計画（UNDP）の『人間開発報告書』において提唱されて以来、
人間の安全保障は、従来の国家安全保障とは異なる安全保障の理念・概念として、
国際社会に広く普及し共有されるようになっています。その一方で、人間の安全保
障論をめぐっては、カナダなどが主導する、「恐怖からの自由」や「保護する責任
（Responsibility to Protect［R 2 P］）に依拠する、いわゆる人道的介入を重視す
る立場と、日本が採ってきた、貧困や教育機会の不足の軽減・解消など、いわゆる�
「欠乏からの自由」を軸とする立場との間で、見解やアプローチの違いが存在します。
さらに日本では、人間の安全保障といえば、政治・経済的に不安定な一部の発展途
上国・地域固有の問題として捉えられがちですが、「安保」の陰で軽視されてきた

沖縄の人々の安心・安全の問題や、東日本大震災にて発生した福島の原発事故によ
り生じた「国内避難民」の問題など、日本国内にも人間の安全保障の観点から捉え
直されるべき重要課題が山積するとの主張もなされるようになっています。
　この分科会では、人間の安全保障論を軸に21世紀グローバル化時代の日本の包括
的な安全保障構想について議論します。参加者は、以下の参考書を事前によく読み、
最低限の基礎知識を身につけてから臨むよう心がけて下さい。

＜参考文献＞
①�遠藤誠治・遠藤乾編『シリーズ日本の安全保障 1―安全保障とは何か』岩波書店、
2014年。

②�日本平和学会編『平和研究第43号―「安全保障」を問い直す』早稲田大学出版部、
2014年。

③�勝俣誠編『グローバル化と人間の安全保障―行動する市民社会』日本経済評論社、
2001年。

Group C� （英語で討論します。 Language: English）

Managing Resources, Energy and Environment for a 
Sustainable Society
� Lecturers: Hiromi Kabashima, Masanori Kobayashi
　Demands for resources and energy have been exponential ly 
increasing with the steady economic and population growth. There 
is a disparity in access to resources and energy while the level of 
management, resilience and adaptation capacity differs socially and 
geographically. How should the international community deal with the 
policy and institutional gaps in sustainably managing resources, energy 
and the environment? This group will review some case studies and 
strives to understand the conflicting drivers and their consequences as 
well as the stakeholder interface with the view to exploring possible 
solutions. The students are expected to gain knowledge on the 
trend of resources, energy and the environment, acquire analytical 

perspectives on the drivers, consequences and proposed solutions, and 
develop presentation and discussion skills. The group refers to relevant 
processes such as the UN Summit on the Post 2015 Development 
Agenda and Sustainable Development Goals and the climate change 
negotiations in Paris in December 2015.

Reference:
1 . �Rockström, J.et al., 2009, “Planetary boundaries: exploring the safe 

operating space for humanity,” Ecology and Society  14( 2 ): 32.  
http://www.ecologyandsociety.org/vol14/iss 2 /art32/

2 . �United Nations, The Millennium Development Goals Report 2015 . 
http://www.un.org/millenniumgoals/2015_MDG_Report/pdf/
MDG%202015%20rev%20(July%201).pdf

3 . �Kobayashi, M., 2014, “Participatory Sustainability Research for Risk 
Management and Leadership Development,” In Kaneko, N. et al. 
eds, Sustainable Living with Environmental Risks , Springer. 

　　http://link.springer.com/book/10.1007/978-4-431-54804-1

Group E 　�（language: English,  TOEFL68以上、IELTS 5.5 以上�
A minimum  score of 68 TOEFL iBT, or 5.5 IELTS is required.）

Media and Nationalism?
� Lecturers: Takashi Oshimura, Jaehwan Lim
　Progress in communication technologies – the diffusion of satellite 
television and the World Wide Web – has fueled a hope for fading 
national sentiments and an emerging transnational community. Yet 
nation-states and nationalism persist despite – and because of – cross-
border communication flows that challenge one-nation governance 
both from above and from below. This section will discuss the 
implication of resurging national sentiments since the end of the Cold 
War, with a particular focus on the role of media and communications. 
Drawing on their own experience and lessons, the students are 
expected to look into how media contributes to creating, intensifying, 

and exporting nationalism, and how media-driven nationalism negatively 
affects international relations in East Asia.

Reference:
１．�大石裕編『メディアナショナリズムの行方：「日中摩擦」を検証する』朝日新書、

2006年。
2 . �Carnegie Council for Ethics in International Relations, New Media 

and Chinese Nationalism . 
　　http://www.policyinnovations.org/ideas/video/data/000056
3 . �Matthew A. Baum and Philip B.K. Potter, 2008, “The Relationships 

Between Mass Media, Public Opinion, and Foreign Policy: Toward a 
Theoretical Synthesis,” Annual Review of Political Science , 11, pp. 39-65. 

　　�http://www.ksg.harvard.edu/fs/mbaum/documents/BaumPotter_
AnnualReview2008.pdf

分科会 F　開発金融機関をめぐる競争と協調―AIIBとADB
Asian MDBs – AIIB and ADB� 講師：貴家　勝宏、大芝　亮
　援助における国際機関の役割は大きく、第二次世界大戦後、IMF・世界銀行
という欧米主導の国際金融体制が構築された。世界銀行を中心に融資を活用し
た資金援助と政策アドバイスを行う国際開発金融機関（MDBs: Multilateral 
Development Banks）が援助で重要な役割を果たしてきた。アジア開発銀行
（ADB：Asian Development Bank）がアジア・太平洋地域の貧困削減を目的に
1966年に設立され、アジア地域のMDBsとしての役割を果たしてきた。一方、アジ
アインフラ投資銀行（AIIB: Asian Infrastructure Investment Bank）は、中国
が主導しインフラ建設を主たる目的に2015年中の設立を目指して進められている。
　従来のMDBsとAIIBを巡る議論には 3 点ある。１．アジアの膨大なインフラ需要
には、世銀やADBなどでは十分満たせないという経済的要請、２．国際金融体制に

おける中国や新興国の台頭と新たな役割をめぐる国際金融体制の改革、３．中国主導
の地域開発金融機関の統治をめぐる透明性や政治的意図という国際政治の現実の問
題、である。
　アジア地域のMDBsを巡り、既存の機関との連携・協調の体制が構築されるのか、
それとも既存の体制との軋轢や競争の時代となるのか歴史的な転換期といえる。客
観的な立場からグループでの議論を通じ、課題を掘り下げてアジアの将来像を構想
しましょう。

＜参考文献＞
①セイジ・F・ナヤ『アジア開発経済論』、文眞堂、2013年。
②真壁昭夫『AIIBの正体』祥伝社新書、2015年。
③�三井物産戦略研究所「AIIB:アジアインフラ投資銀行設立をめぐる動き」
　http://mitsui.mgssi.com/issues/report/r150512_munenaga.pdf



参加申込方法　Application Information

会場のご案内　Access
●バスをご利用の場合
▶�JR逗子駅前 １番乗り場より１６系統、２６系統「湘南国際村センター前」行きバスに乗
車、終点の「湘南国際村センター前」で下車。（所要時間約３０分、料金３５０円）

　※このバスは ２〜 ３分後に京急新逗子駅前 １番乗り場に停車します。
▶�京急汐入駅前 ２番乗り場より１６系統「湘南国際村センター前」行きバスに乗車、終
点の「湘南国際村センター前」で下車。（所要時間約３０分、料金３８０円）

●タクシーをご利用の場合
▶JR逗子駅前タクシー乗り場より「湘南国際村センター」まで約１５分。
　料金約２，９００円。
日本語：http://www.shonan-village.co.jp/access.html
English：http://www.shonan-village.co.jp/svc/access.html
バス時刻表：http://www.kifjp.org/wp/wp-content/uploads/2014/02/
　　　　　　bus_timetable.pdf

参加資格：東アジアの政治や文化、開発などに興味を持つ大
学生、大学院生および若手社会人。専門分野は問いません。
使用言語は日本語または英語です。通訳はつきません。

Qualification : Undergraduate/graduate university students of 
any specialized field, or young workers interested in East Asian 
politics, culture and development. This seminar will be conducted 
in Japanese or English. No interpretation will be provided.

期間：2015年11月27日（金）〜11月29日（日）2 泊 3 日
11月27日の午後 5 時から開会式会場前にて受付を行います。
大学等の理由により遅れる場合には、遅くとも開会式の15分
前までに受付を完了してください。なお、参加者は全プログ
ラムに参加するものとします。

Date : 27 - 29 November 2015
Registration begins at 5 pm on 27 November. If you will be late for 
it due to a university etc., please complete registration at least 15 
minutes before the opening ceremony. Participants are expected 
to stay for the entire duration of the seminar.

場所：湘南国際村センター
〒240-0198　神奈川県三浦郡葉山町上山口1560-39
http://www.shonan-village.co.jp/

Venue : Shonan Village Center
1560-39 Kamiyamaguchi Hayama, Kanagawa 240-0198
http://www.shonan-village.co.jp/svc/

定員：90名 Number of participants : 90

費用：23,000円（留学生10,000円　※但し選考があります。） Fee : 23,000 yen (10,000 yen for foreign students. Note that there 
will be a selection process.)

修了証：本セミナーを修了した参加者に対して組織委員会か
ら修了証が交付されます。

Certificate : Each participant will receive a certificate upon 
successful completion of the seminar.

宿泊：同性での複数人部屋（ 2 〜 6 名） Accommodation : Room sharing with 2  to 6  people of the same 
sex.

応募方法：参加申込書（PDF）をかながわ国際交流財団のホー
ムページからダウンロードし、必要事項を入力の上、E-mail
にて10月13日17時必着でお申し込みください。申込書の送信
後、受領確認メールがお手元に届いたか必ず確認してくださ
い。確認メールが届かない場合は、事務局までお電話でご連
絡ください。

【参加申込書ダウンロード】http://www.kifjp.org/nimp/incolle

How to apply : Please fill in the application form and send it to 
Secretariat by E-mail, no later than 5 pm 13 October. Please 
make sure to receive automatic reply mail from KIF Secretariat.
If you don’t receive automatic reply mail, please contact to 
Secretariat by phone. The application form can be downloaded on 
Kanagawa International Foundation website. 
http://www.kifjp.org/nimp/incolle

合格通知：応募者は組織委員によって審査され、10月26日ま
でに全員に合否メールを送信します。合格者には、「参加証」と、
参加費の「振込先口座」も併せてメールでご連絡しますので、
11月 6 日までに参加費をお振り込みください。

Notification of admittance : Applications will be reviewed by the 
Organizing Committee. Results will be notified to all applicants by 
E-mail by 26 October. The participation fee must be deposited to 
the designated bank account by 6  November. Details will be sent 
to the selected participants directly.

キャンセルについて：都合により参加を取り消される場合
は、すみやかにセミナー事務局までご連絡ください。所定の
キャンセル料を差し引いた額を返金致します。

Cancellation : If you have to cancel your attendance, please 
contact the Secretariat as soon as possible. Participation fees 
will be refunded after deduction of cancellation fees and bank 
charges.

保険について：本セミナー期間中の施設（建物）の損壊に係
る傷害には保険が適用されます。それ以外については保険の
対象外となります。

Insurance : Insurance covers the injury concerning destruction of 
the building in this seminar period. Personal accident insurance is 
not applied other than this.

お問合せ・お申込み：
（公財）かながわ国際交流財団　湘南国際村学術研究センター

インカレ国際セミナー事務局　（担当：佐々木、菅沼、田村）
〒240-0198　神奈川県三浦郡葉山町上山口1560-39
　　　　　　湘南国際村センター内
TEL：046-855-1821（ 9 ：00〜17：00　土日祝日をのぞく）
E-mail：incolle@kifjp.org
URL：http://www.kifjp.org/nimp/incolle

Secretariat :
Kanagawa International Foundation (KIF)
Shonan Village Academic Research Center
(Program Officers: Akie Sasaki, Akihiro Suganuma, Mika Tamura)
1560-39 Kamiyamaguchi Hayama, Kanagawa 240-0198
TEL: 046-855-1821  E-mail: incolle@kifjp.org
Office hours: Monday - Friday 9 :00-17:00 (except national holidays)
(Should you have any questions, please contact above.)
URL：http://www.kifjp.org/nimp/incolle

bus timetable


